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自衛隊法施行令第１２６条の６第２項の外国人留学生に対する食事の無料支給、同

令第１２６条の７第３項の宿舎費の徴収免除及び同令第１２６条の９第３項の被服の

無料支給又は貸与については、下記によるものとする。

記

１ 委託者が隊員について食事等の支給で同様の便宜を供与している外国政府である

場合

２ 委託者が開発途上にある地域の国の政府である場合

なお、当分の間、本項を適用する国は次のとおりとする。

タイ王国、シンガポール共和国、マレーシア、インド、インドネシア共和国、

フィリピン共和国、ミャンマー連邦、バングラデシュ人民共和国、パキスタン

・イスラム共和国、大韓民国、モンゴル国、ベトナム社会主義共和国、ルーマ

ニア、カンボジア王国、ラオス人民民主共和国、東ティモール民主共和国、ト

ンガ王国、パプアニューギニア独立国、フィジー共和国


